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（参考）県内景況判断の推移
2025年11月 12月 2026年１月

総 括 判 断
総じて足踏みしている
（据え置き）

総じて足踏みしている
（据え置き）

総じて足踏みしている
（据え置き）

生 産
振れを伴いつつ、全体
として持ち直しに向け
た動きがみられる

一進一退の動きとなっ
ている

一進一退の動きとなっ
ている

公共投資 持ち直しの動きとなっ
ている

持ち直しの動きとなっ
ている

持ち直しの動きとなっ
ている

住宅投資 反動などから大幅に減
少している

下げ止まりつつある 下げ止まりつつある

個人消費
一部に持ち直しの動き
もみられるが、総じて
弱含んでいる

一部に持ち直しの動き
もみられるが、総じて
弱含んでいる

一部に持ち直しの動き
もみられるが、総じて
弱含んでいる

雇用情勢 弱さがうかがわれるも
のとなっている

弱さがうかがわれるも
のとなっている

弱さがうかがわれるも
のとなっている

2025年1～3月 4～6月 7～9月

企 業 の
景 況 感

持ち直しの動きが鈍化
し、厳しさがうかがわ
れるものとなっている

持ち直しの動きが鈍化
し、厳しさがうかがわ
れるものとなっている

厳しさが残るものの、
下げ止まりの動きと
なっている

注）下線は前月(回)からの変更箇所

生産は一進一退の動きとなっている。需要面の動きをみると、公共投資は持
ち直しの動きとなっている。住宅投資は下げ止まりつつある。個人消費は一部

に持ち直しの動きもみられるが、総じて弱含んでいる。雇用情勢は弱さがうかがわれるものと
なっている。

最近の県内景況をみると、総じて足踏みしている。
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県内経済動向

県内経済の基調判断

概　　況

2026年１月速報

※2023年11月から県内経済の概況部分を最速で公表しています。
　調査月報の全体版は翌月（速報公表後に）ホームページに掲載します。
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鉱工業生産指数

出典：宮城県企画部「宮城県鉱工業生産指数」（以下も同じ）
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季調値：2020年＝100
全　国 東　北 宮城県

７７ＢＩ（暫定値）は、弱め
の動きとなっている。

11月の７７ＢＩ（暫定値）は、前月比0.3ポイ
ント上昇の100.2となった。
採用指標別にみると、宮城県消費動向指数は
前月比低下したが、建築物着工床面積、有効求
人倍率は前月比上昇した。また、10月の鉱工
業生産指数は前月比上昇した。
一方、移動平均値（3カ月後方）は、前月比
横ばいの99.7となった。

鉱工業生産指数は、一進
一退の動きとなっている。

10月の鉱工業生産指数は、前月比5.7％上昇
の105.4となった。業種別にみると、汎用・生
産用・業務用機械工業が前月比プラスとなった
ことなどから、2カ月ぶりに前月を上回った。
一方、前年と比較すると、汎用・生産用・業
務用機械工業が前年を下回ったことなどから、
全体では前年比1.7％の低下となり、2カ月ぶ
りに前年を下回った。

７７ＢＩ� （季節調整値、2020年＝100）
2025年9月 10月 11月

ＢＩ値 98.9 99.9 100.2
鉱工業生産指数 99.7 105.4 105.4
宮城県消費動向指数 99.4 101.4 98.8
建築物着工床面積 22.2 31.7 53.0
有効求人倍率 89.9 87.5 91.5

〔参考〕７７ＰＣＩ（広域圏別景気指数）
（季節調整値、2020年＝100、前月比：％ポイント）

2025年9月 10月 11月
仙南圏 ▲　0.6 0.4 ▲　0.5
仙台圏 ▲　0.1 ▲　0.2 0.3
大崎圏 0.2 ▲　0.2 0.4
栗原・登米圏 0.2 ▲　0.2 ▲　0.1
石巻・気仙沼圏 ▲�0.03 ▲　0.5 ▲�0.03
※７７ＢＩは、2024年8月公表分より基準年を変更（2020
年＝100）し、すべての指数を遡って改訂しました。今後、
指数の妥当性の検証等により再度遡って改訂することが
ありますので、予めご了承ください。
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県内経済動向

７ ７ Ｂ Ｉ

生 産 動 向

　前月に大きく落ち込んだまま低位な水準
となっています。消費動向指数は上昇した
ものの有効求人倍率が低下を続け、重しと
なっています。



377R&C　調査月報　2026年１月号速報

主要業種別生産動向（宮城県）� （2020年＝100、季節調整済、前年比：％）
業　種 2025年8月 9月 10月

化学、石油・石炭製品工業 107.0� 127.6� 124.8�
（前年比） 21.7� 13.4� 2.9�

パルプ・紙・紙加工品工業 74.2� 83.4� 78.9�
（前年比） ▲　7.9� ▲　5.1� ▲　4.0�

窯業・土石製品工業 84.8� 82.6� 79.2�
（前年比） ▲　1.6� 4.9� ▲　9.9�

電子部品・デバイス工業 84.4� 89.3� 92.5�
（前年比） ▲　3.0� 5.6� 6.7�

汎用・生産用・業務用機械工業 127.4� 106.6� 191.4�
（前年比） ▲　9.3� 22.2� ▲�12.6�

輸送機械工業 135.7� 128.7� 129.9�
（前年比） 26.3� 7.3� ▲　0.3�

食料品工業 106.0� 100.8� 108.9�
（前年比） ▲　8.0� 2.3� ▲　1.1�

鉱工業生産指数� （2020年＝100、季節調整済、前年比：％）
2025年8月 9月 10月

宮城県 102.7� 99.7� 105.4�
（前年比） ▲　1.3� 5.8� ▲　1.7�

東北 103.7� 107.3� 111.3�
（前年比） 0.4� 7.0� ▲　1.3�

全国 100.6� 103.2� 104.7�
（前年比） ▲　1.6� 3.8� 1.6�

477R&C　調査月報　2026年１月号

県内経済動向
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　当月は汎用・生産用・業務用機械
や電子部品・デバイスなどで半導体
関連が伸びたほか、主力の食料品も
冷凍調理食品や水産練製品、生菓子
などが増えましたが、全
体としては一進一退の動
きが続き、水準が引き上
がらない状態です。
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11月の新設住宅着工戸数
は、前年同月比11.9％減の

1,098戸（全国8.5％減、59,524戸）となり、
2カ月ぶりに前年を下回った。
利用関係別にみると、持家が同15.4％減

（297戸）、貸家が同7.0％減（623戸）、分譲が
同20.9％減（178戸）と前年を下回った。

公共工事請負金額は持ち
直しの動きとなっている。

住宅着工は下げ止まりつつある。建築物着工は
低調なものとなっている。

11月の公共工事請負金額
は、前年同月比22.8％増の

204億円となり、前月に引続き前年を上回って
いる。
発注者別にみると、国の機関では、同3.0倍
の56億円と前年を上回った。
一方、地方の機関は、県が同49.7％減の32
億円、市町村等は同38.3%増の116億円とな
り、全体で同0.6％増の148億円と前年を上
回った。
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出典：東日本建設業保証㈱宮城支店「前払金保証から見た宮城県内の公共工事動向」（以下も同じ）
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公共工事請負金額（発注者別）� （前年比、％）
2025年9月 10月 11月

宮城県 ▲　1.0� 80.8� 22.8�
国の機関 24.7� 12.7� 3.0倍
県 12.1� 59.7� ▲�49.7�
市町村等 ▲�14.6� 2.0倍 38.3�

全国 12.5� 18.1� ▲　6.8�

新設住宅着工戸数（利用関係別）� （前年比、％）
2025年9月 10月 11月

宮城県 ▲�34.5� 2.0� ▲�11.9�
持家 ▲�27.1� ▲　3.0� ▲�15.4�
貸家 ▲�40.2� ▲�10.4� ▲　7.0�
分譲 ▲�24.0� 55.7� ▲�20.9�

全国 ▲　7.3� 3.2� ▲　8.5�

新設住宅着工戸数（市部・郡部別）� （前年比、％）
2025年9月 10月 11月

市部 ▲�32.1� 9.4� ▲�13.4�
うち仙台市 ▲�25.6� 6.4� ▲　7.7�
うち仙台市以外 ▲�44.5� 16.3� ▲�27.4�

郡部 ▲�47.2� ▲�49.7� ▲　2.3�

注）12カ月後方移動平均値、以下のグラフも断りのない限り同じ
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県内経済動向

建 設 動 向

公 共 工 事

住 宅 建 設

　着工戸数は再び前年割れとなり、建築基準法改正
の影響が残っています。特に「個人建築主の貸家（お
もにアパート）」は、２カ月連続プラスの全国に対
し 8カ月連続のマイナスとなっており、
３月の駆け込み需要の強さ（前年比2.1倍；
全国 26.7％増）が響き、回復が遅れてい
ます。

　当月は学校や教育・研修施設など建築工事でまと
まった請負がありましたが、政府・自治体の予算制約、
人手不足や建築コスト増加など、公共工事
の意味合いが景気浮揚から不可欠な投資の
選択へと変わっており、今後も需要より供
給側の制約を受けそうです。
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宮城県消費動向指数、小
売業主要業態販売はともに

物価高による下押しが強まっている。乗用車新
車販売は持ち直しの動きが鈍化している。

11月の宮城県消費動向指
数は、前月比2.6ポイント低

下の98.8となり、2カ月ぶりに低下した。
消費費目別にみると、「教養娯楽」「食料」な
どが低下した。
一方、移動平均値（3カ月後方）は、前月比
1.2ポイント低下の99.9となった。
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建築物着工工事費予定額（使途別）� （前年比、％）
2025年9月 10月 11月

宮城県 ▲�85.4� ▲　8.4� 2.6倍
事務所 ▲　3.1� 91.4� 4.5倍
店舗 ▲�69.1� ▲�58.3� 6.3�
工場 ▲�94.0� ▲�25.7� 3.2倍
倉庫 ▲�97.5� ▲�36.1� 95.1�
その他 ▲�57.2� ▲�19.4� 4.1倍

全国 25.1� 7.4� ▲　6.9�

建築物着工床面積（使途別）� （前年比、％）
2025年9月 10月 11月

宮城県 ▲�90.2� ▲�41.1� 23.0�
事務所 25.6� 7.0� 2.8倍
店舗 ▲�87.7� ▲�69.1� ▲　6.0�
工場 ▲�94.7� ▲�52.8� ▲�13.3�
倉庫 ▲�98.3� ▲�49.0� ▲�34.7�
その他 ▲�62.5� ▲�33.8� 3.2倍

全国 ▲　2.1� ▲　8.9� ▲�22.6�

※消費動向指数は、宮城県内の個人消費動向をより的確に
把握するため、総務省「家計調査報告」などを使用し
て、個人消費動向を需要側から捕捉する指標として、当
社が独自に作成した指数。
※消費動向指数は、2024年8月公表分より基準年を変更
（2020年＝100）し、すべての指数を遡って改訂しまし
た。今後、指数の妥当性の検証等により再度遡って改訂
することがありますので、予めご了承ください。

11月の建築物着工（民間
非居住用）は、床面積が前年

同月比23.0％増の40千㎡、工事費予定額は同
2.6倍の191億円となり、床面積は4カ月ぶり、
工事費予定額は6カ月ぶりに前年を上回った。
使途別に床面積をみると、事務所（4千㎡：
前年同月比2.8倍）、その他の建築物（17千㎡：
同3.2倍）などが前年を上回った。

宮城県消費動向指数� （季節調整値、2020年＝100）
2025年9月 10月 11月

消費動向指数 99.4 101.4 98.8
家賃指数 110.1 110.4 110.2
乗用車販売指数 97.5 109.5 100.5
コア消費支出指数 105.2 109.8 108.9
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県内経済動向

消 費 動 向

建築物着工

消費動向指数

　依然として家計は物価上昇による節約基調にあり
つつ、外食や宿泊などレジャー関連支出で
やや動きがあり指数は上昇、移動平均値で
は７カ月ぶりに100を上回るなど、持ち直
しがうかがわれる動きとなっています。

　めぼしい大型物件はなく、久々の前年比プラス
とはいえ床面積（40千㎡）は低水準。
一方、全建築物の平均予定工事費（473千
円）は前年度（324千円）から大幅に増加
しています。
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出典：経済産業省「商業動態統計」（以下も同じ）

600

500

200

100

宮
城
県
小
売
業
主
要
業
態（
６
業
態
）合
計
販
売
額（
億
円
）

前
年
比
増
減
率
（
％
）

1,000

900

800

5

0

－10

－5

15

10

宮城県（月次）
全　国（前年比）
宮城県（前年比）

’18 ’19 ’20 ’21 ’22 ’23 ’24 ’25

11月の乗用車新車販売台
数は、前年同月比8.8％減（全

国7.0％減）の5,562台となり、３カ月連続し
て前年を下回っている。車種別にみると、普通
車は、同18.2％減（全国16.3％減）の2,173
台となり、5カ月連続して前年を下回っている。
小型車は、同2.9％減（全国8.4％増）の1,414
台となり、2カ月ぶりに前年を下回った。また、
軽乗用車は、同0.6％減（全国2.5％減）の1,975
台となり、2カ月ぶりに前年を下回った。

11月の小売業主要業態
（6業態）の合計販売額（全

店ベース）は、前年同月比5.0％増の855億円
（全国5.2％増、4兆5,789億円）となり、13カ
月連続して前年を上回っている。
業態別にみると、百貨店・スーパーは同2.1％
増の357億円（全国4.9％増）となり、11カ月
連続して前年を上回っている。コンビニエン
スストアは同3.9％増の206億円（全国3.9％
増）となり、13カ月連続して前年を上回って
いる。家電大型専門店は同7.9％増の63億円
（全国7.6％増）となり、7カ月連続して前年を
上回っている。ドラッグストアは同13.9％増
の173億円（全国8.0％増）となり、56カ月連
続して前年を上回っている。ホームセンターは
同0.2％減の56億円（全国1.0％増）となり、
4カ月連続して前年を下回っている。
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出典：日本自動車販売協会連合会「自動車登録統計情報」
　　　全国軽自動車協会連合会「軽自動車新車新規車種別・銘柄別・都道府県別検査（販売）台数」（以下も同じ）
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乗用車新車販売台数� （前年比、％）
2025年9月 10月 11月

宮城県 ▲　7.4� ▲　1.4� ▲　8.8�
普通車 ▲　5.9� ▲　9.2� ▲�18.2�
小型車 ▲�10.4� 1.8� ▲　2.9�
軽乗用車 ▲　6.9� 6.1� ▲　0.6�

全国 ▲　2.5� ▲　2.9� ▲　7.0�

小売業主要業態販売額� （前年比、％）
2025年9月 10月 11月

6業態合計（宮城県） 2.5 5.0 5.0
百貨店・スーパー 0.7 2.8 2.1
コンビニエンスストア 3.3 2.2 3.9
家電大型専門店 1.2 18.3 7.9
ドラッグストア 7.7 11.9 13.9
ホームセンター ▲　3.9 ▲　1.8 ▲　0.2

6業態合計（全国） 3.4 4.8 5.2
注）全店ベース
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県内経済動向

乗用車新車販売

小売業主要業態販売

　新米価格をはじめ食品を中心とした物価上昇に加
え、前年より土日祝日が 1日多かったこ
とも手伝って全体では高い伸びになりまし
た。家電は情報家電（ゲーム機・パソコン）
等が好調で 2カ月連続の 2桁増です。

　車両価格の上昇や新型車の投入不足などで低調で
すが、このところインドなどで生産された割安な逆
輸入車の増加などにより輸入車は 11月ま
での暦年累計で 19.3％増、普通・小型車
が全体の 11.9％を占めるなど存在感を増
しています。
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11月の主要4漁港（塩釜、
石巻、気仙沼、女川）にお

ける水揚は、数量が前年同月比18.0％減の14
千トン、金額が同22.4％減の51億円となり、
数量は6カ月連続して、金額は5カ月連続して
前年を下回っている。
魚種別にみると、数量、金額ともカツオなど
が減少した。
漁港別にみると、数量では女川は前年を上
回ったが、塩釜、石巻、気仙沼は前年を下回っ
た。金額では全ての漁港が前年を下回った。

10月の延べ宿泊者数は、
前年同月比2.2％増の992千

人泊となり、2カ月ぶりに前年を上回った。
居住地別にみると、県内宿泊客は同6.3％増
の195千人泊と2カ月ぶりに前年を上回り、県
外宿泊客は同1.4％減の672千人泊と前月に引
続き前年を下回っている。
また、外国人の延べ宿泊者数は、同24.2％
増の101千人泊となり、39カ月連続して前年
を上回っている。
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宮城県主要4漁港水揚量

出典：宮城県農林水産部「水揚概要」（以下も同じ）
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800

700

600

500

400

300

宮
城
県
延
べ
宿
泊
者
数
（
千
人
泊
）

全
国
延
べ
宿
泊
者
数
（
千
人
泊
）

1,200

1,100

1,000

40,000

30,000

5,000

0

10,000

15,000

20,000

35,000

25,000

60,000

45,000

50,000

55,000

宮城県（月次）
全　国（移動平均）
宮城県（移動平均）

’18 ’19 ’20 ’21 ’22 ’23 ’24 ’25

主要漁港水揚金額� （前年比、％）
2025年9月 10月 11月

合計 ▲�14.5 ▲�25.5 ▲�22.4
塩釜 46.7 ▲　7.0 ▲�13.6
石巻 ▲�18.8 4.9 ▲　6.9
気仙沼 ▲�39.7 ▲�46.5 ▲�40.1
女川 2.3倍 ▲�41.5 ▲�15.2

延べ宿泊者数（居住地別）� （前年比、％）
2025年8月 9月 10月

宮城県 6.4 ▲　2.9 2.2
うち県内客 25.6 ▲　1.0 6.3
うち県外客 4.1 ▲　5.2 ▲　1.4
うち外国人 22.1 12.4 24.2

全国 ▲　0.4 ▲　3.6 ▲　1.6
うち外国人 3.8 1.3 3.7

延べ宿泊者数（居住地別）� （千人泊）
2025年8月 9月 10月

宮城県 1,122 861 992
うち県内客 262 185 195
うち県外客 767 589 672
うち外国人 78 61 101

全国 65,985 53,105 58,611
うち外国人 13,847 12,570 16,479

主要漁港水揚量� （前年比、％）
2025年9月 10月 11月

合計 ▲�35.9 ▲�33.5 ▲�18.0
塩釜 68.4 ▲�19.6 ▲�32.9
石巻 ▲�31.1 ▲�26.4 ▲�49.5
気仙沼 ▲�56.9 ▲�44.5 ▲　9.1
女川 2.1倍 ▲�27.3 85.3
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県内経済動向

水 産 動 向

観 光 動 向

　当月（10月）は 2019年同月比でボリュームゾー
ンの県外客が 8.6％増、外国人も 6カ月ぶりに 10万
人泊を超え、12カ月ぶりにコロナ前を上
回りました。ただ、次月（11月）以降は
中国の訪日自粛の呼びかけなどもあり、動
向が注目されます。
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宮城県内貿易動向

出典：財務省「財務省貿易統計」（以下も同じ）
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仙台市消費者物価指数

注）生鮮食品除く総合
出典：宮城県企画部「仙台市消費者物価指数」（以下も同じ）
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　11月の貿易額（仙台塩釜、
石巻、気仙沼の各港および仙

台空港における通関実績）は、輸出が前年同月
比 10.7％増の 396 億円と 4カ月連続して前
年を上回っている。輸入が同10.5％減の1,056
億円と 4カ月ぶりに前年を下回った。

11月の仙台市消費者物価
指数（生鮮食品を除く総合）

は、前年同月比2.9％上昇の115.0となり53カ
月連続して前年を上回っている。
費目別にみると、「生鮮食品を除く食料」「交
通・通信」などが上昇した。

各港の輸出額・輸入額� （前年比、％）
2025年9月 10月 11月

仙台塩釜 輸出 18.0 12.4 10.4
輸入 1.2 19.0 ▲�14.2

石　　巻 輸出 32.2 18.0 31.3
輸入 11.8 49.3 50.5

気 仙 沼 輸出 ▲�88.7 ▲�36.0 全減
輸入 4.3倍 3.3倍 7.7倍

仙台空港 輸出 36.3 70.7 44.6
輸入 ▲�59.4 10.9倍 ▲�20.8

輸出額・輸入額� （前年比、％）
2025年9月 10月 11月

宮 城 県 輸出 17.9 12.8 10.7
輸入 2.0 20.9 ▲�10.5

全　　国 輸出 4.2 3.6 6.1
輸入 3.3 1.0 1.4

消費者物価指数（費目別）� （前年比、％）
2025年9月 10月 11月

生鮮食品を除く食料 7.2 7.3 6.7
住居 2.0 0.8 0.5
光熱・水道 2.2 2.3 2.9
家具・家事用品 3.0 3.4 3.4
被服および履物 1.3 2.6 3.2
保健医療 0.9 0.4 1.2
交通・通信 3.2 3.7 2.4
教育 ▲　8.4 ▲　8.4 ▲　8.4
教養娯楽 2.5 3.4 2.2
諸雑費 1.3 1.0 0.9

消費者物価指数（生鮮食品を除く総合）� （前年比、％）
2025年9月 10月 11月

仙台市 3.3 3.3 2.9
全国 2.9 3.0 3.0
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県内経済動向

貿 易 動 向

物 価 動 向

　当月の米国向け輸出は前年同月比2.1％減の92億
円と2カ月ぶりにマイナスでしたが、相
互関税が発動された４月から11月までの
累計では0.7％増となっており、トラン
プ関税の影響は軽微なものにとどまって
います。

　前月（10月）に食品等の値上げが集中し、瞬間風
速と言われる前月比で 0.8％上昇となったため当月
は減速が予想されましたが、米や乳卵類、
菓子などを中心に前月比 0.3％上昇しまし
た。政府の物価高対策と円安の綱引きが続
き、物価高の風は止みそうにありません。
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出典：宮城労働局「宮城県の一般職業紹介状況」（以下も同じ）

35,000
30,000
25,000

15,000

5,000

有
効
求
人
数
・
有
効
求
職
者
数
（
人
）

有
効
求
人
倍
率
（
倍
）

60,000
55,000
50,000
45,000

2.0

1.0

0.0

1.5

0.5

3.0

2.5

有効求人数
有効求職者数

有効求人倍率（全国）
有効求人倍率（宮城県）

’18 ’19 ’20 ’21 ’22 ’23 ’24 ’25

5

0

宮城県企業倒産件数

出典：㈱東京商工リサーチ「倒産月報（宮城県企業倒産状況）」（以下も同じ）
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企業倒産件数・負債額� （前年比、％）
2025年9月 10月 11月

宮城県 件　数 70.0 ▲�26.7 60.0
負債額 6.9倍 56.0 52.7

全　国 件　数 8.2 6.2 ▲　7.5
負債額 ▲�15.3 ▲�49.6 ▲�48.6

企業倒産件数・負債額� （件、百万円）
2025年9月 10月 11月

宮城県 件　数 17 11 16
負債額 4,843 2,137 1,547

全　国 件　数 873 965 778
負債額 112,470 127,521 82,403

職業安定所別有効求人倍率� （原数値、倍）
2025年9月 10月 11月

気仙沼 1.14 1.06 1.09
石巻 1.20 1.19 1.26
塩釜 0.69 0.71 0.71
仙台 1.25 1.25 1.34
大和 0.99 1.04 1.05
古川 1.01 1.00 1.04
築館 1.35 1.28 1.65
迫 0.78 0.81 0.80
大河原 0.70 0.69 0.71
白石 1.16 1.14 1.05

有効求人倍率等� （倍、％）
2025年9月 10月 11月

有効求人倍率（宮城県） 1.13 1.10 1.15
　　　　　　（全　国） 1.20 1.18 1.18
新規求人数（前年比）（宮城県） ▲　8.2 ▲　9.6 ▲　4.3
注）有効求人倍率は季節調整値、新規求人数は原数値

　雇用情勢は弱さがうかが
われるものとなっている。

　11月の有効求人倍率（季節調整値）は、前
月に比べ有効求人数が増加したことなどから、
前月比 0.05 ポイント増加の 1.15 倍となった。
　また、新規求人数を産業別にみると、前年に
比べてサービス業、建設業などが減少した。
　有効求人倍率（原数値）を職業安定所別にみ
ると、築館（1.65 倍）、仙台（1.34 倍）など
が 1倍を上回っている一方、塩釜、大河原（と
もに 0.71 倍）、迫（0.80 倍）などは 1倍を下
回っている。

11月の企業倒産（負債総
額1千万円以上）は、件数

では前年同月比60.0％増の16件、負債額では
52.7％増の15億円となった。
倒産企業を業種別にみると、サービス業他が
7件、製造業が4件などとなっている。
主因別では、販売不振が8件、既往のシワ寄
せ（赤字累積）が4件などとなっている。
地域別では、仙台市が10件、石巻市が2件な
どとなっている。
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県内経済動向

雇 用 動 向

倒 産 動 向

　有効求人倍率は 8カ月ぶりの上昇、有効求人数も
6カ月ぶりの増加となりましたが介護施設開業や公
務員の募集などの特殊要因によるもので、
それにもかかわらず新規求人数は 26カ月
連続の減少となっており、県内企業の労働
需要には弱さがみられます。

　当月は業歴の長い企業も含めて食料品製造や飲食
店などコロナ禍で打撃を受けた倒産がみられました。
11 月までの累計で件数は 155 件と前年
（161件）を上回るのは確実な状況で、負
債額（212 億円）も前年（232 億円）を
超える可能性があります。
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12月1日時点の宮城県の
人口（推計人口）は、前年

同月比16,005人減の222万8,802人となり、
56カ月連続して前年を下回っている。
市町村別にみると、前年に比べて人口が増加
したのは、富谷市（77人増）、利府町（64人増）
などの4市町、減少したのは石巻市（2,342人
減）、大崎市（1,759人減）など31市町村となっ
ている。
人口動態別にみると、ここ1年間で自然増減は

1万7,281人減、社会増減は1,276人増となった。
また、前月比では、自然増減は1,564人減、
社会増減は499人増となり、社会増減を市町村
別にみると、仙台市（355人増）、岩沼市（42
人増）など20市町村が増加し、大郷町（25人
減）、丸森町（12人減）など13市町が減少した。

222

227

229

宮城県人口動向

出典：宮城県企画部「宮城県推計人口」（以下も同じ）
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宮城県人口� （人）
2025年10月 11月 12月

総人口 2,230,717 2,229,867 2,228,802�
自然増減 ▲�1,238 ▲�1,344 ▲�1,564
社会増減 502 494 499

注）総人口は各月 1日時点、自然・社会増減は前月中の増減数

宮城県内市町村の人口動向（推計人口）� （人、％）

2025年12月
前年比 前月比

2025年12月
前年比 前月比

増減数 増減率 自然増減数 社会増減数 増減数 増減率 自然増減数 社会増減数
宮 城 県 2,228,802 ▲��16,005 ▲�� 0.7 ▲��1,564 499 村 田 町 9,700 ▲�� 164 ▲�� 1.7 ▲�� 13 0
仙 台 市 1,094,779 ▲�� 965 ▲�� 0.1 ▲�� 485 355 柴 田 町 36,700 ▲�� 310 ▲�� 0.8 ▲�� 20 4
石 巻 市 129,231 ▲�� 2,342 ▲�� 1.8 ▲�� 134 12 川 崎 町 7,494 ▲�� 217 ▲� �2.8 ▲�� 11 1
塩 釜 市 49,800 ▲�� 582 ▲�� 1.2 ▲� 53 4 丸 森 町 10,543 ▲�� 306 ▲�� 2.8 ▲� �22 ▲� �12
気仙沼市 54,675 ▲�� 1,271 ▲� �2.3 ▲� �97 6 亘 理 町 32,101 ▲�� 388 ▲�� 1.2 ▲�� 20 ▲� �11
白 石 市 29,596 ▲�� 577 ▲� �1.9 ▲�� 36 6 山 元 町 11,242 ▲�� 157 ▲�� 1.4 ▲�� 23 4
名 取 市 79,006 39 0.05� ▲�� 30 ▲� �3 松 島 町 12,302 ▲�� 184 ▲�� 1.5 ▲�� 24 4
角 田 市 25,607 ▲�� 570 ▲� �2.2 ▲�� 29 ▲� �2 七ヶ浜町 16,909 ▲� �288 ▲�� 1.7 ▲�� 15 ▲� �5
多賀城市 61,929 ▲�� 291 ▲�� 0.5 ▲�� 28 17 利 府 町 35,065 64 0.2 ▲�� 13 35
岩 沼 市 42,898 ▲�� 428 ▲�� 1.0 ▲�� 19 42 大 和 町 28,404 30 0.1 ▲� �8 ▲� �11
登 米 市 69,116 ▲�� 1,403 ▲�� 2.0 ▲�� 86 23 大 郷 町 7,209 ▲�� 155 ▲� �2.1 ▲�� 8 ▲� �25
栗 原 市 57,783 ▲�� 1,360 ▲� �2.3 ▲�� 98 ▲� �5 大 衡 村 5,476 ▲�� 18 ▲�� 0.3 ▲� �3 1
東松島市 36,910 ▲� �516 ▲�� 1.4 ▲�� 35 8 色 麻 町 6,007 ▲�� 119 ▲�� 1.9 ▲� �10 ▲� �6
大 崎 市 119,259 ▲�� 1,759 ▲�� 1.5 ▲�� 121 36 加 美 町 19,857 ▲�� 427 ▲�� 2.1 ▲�� 23 ▲� �1
富 谷 市 51,626 77 0.1� 10 14 涌 谷 町 13,758 ▲�� 268 ▲�� 1.9 ▲�� 21 10
蔵 王 町 10,403 ▲�� 215 ▲�� 2.0 ▲�� 19 ▲�� 10 美 里 町 22,320 ▲� �306 ▲�� 1.4 ▲� �31 6
七ヶ宿町 1,100 ▲�� 59 ▲�� 5.1 ▲� �1 0 女 川 町 5,895 ▲� �111 ▲�� 1.8 ▲�� 12 ▲� �7
大河原町 23,150 ▲�� 147 ▲�� 0.6 ▲� �11 10 南三陸町 10,952 ▲�� 312 ▲�� 2.8 ▲�� 15 ▲�� 1
※「推計人口」とは、国勢調査人口をベースとして、住民基本台帳法に基づき届出等があった出生・死亡、転入・転出の数（日本人のほか外国人も含む）を加減して算出した人口（推
計人口は各月 1日時点）
　自然増減数＝出生者数－死亡者数　　社会増減数＝転入者数－転出者数
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